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平成２４年１１月３０日

農林水産事務次官依命通知

輸出対応型生産・出荷施設緊急整備事業の実施に係る輸出対応型生産・出荷施

設緊急整備事業実施要綱が別紙のとおり定められたので、御了知の上、本事業の

実施につき、適切なご指導をお願いする。

なお、貴局管内の都府県知事には、貴職から通知されたい。

以上、命により通知する。



（別紙）

輸出対応型生産・出荷施設緊急整備事業実施要綱

第１ 趣 旨

我が国の農業は、国民への食料の安定供給という重大な使命に加え、地域社

会の活力の維持、国土及び自然環境の保全等の多面的な機能を有しており、我

が国の経済社会の均衡ある発展と豊かでゆとりのある国民生活の実現のために

欠かすことのできない重要な役割を果たしている。

地域に根ざした農畜産業の活性化のために、地域の資源を見直し、高付加価

値化を進めることで、農業者の所得を増大させ、日本全国、津々浦々の地域活

力の向上につなげていくことが必要である。このためには、国内の市場にとど

まらず、海外の市場に向けて輸出を積極的に進めていくことが必要である。

このため、輸出対応型生産・出荷施設緊急整備事業は、産地の取組として、

農畜産物の輸出を目指し、その生産、出荷体制を構築するために必要な施設整

備を支援するものである。

第２ 目 的

輸出対応型生産・出荷施設緊急整備事業による対策（以下「本対策」という。）

は、第１の趣旨を踏まえ、国内農畜産物の輸出を目指した国内農畜産物の生産

・出荷体制の構築という目的に向け設定される成果目標の達成に資するものと

して行うものとする。

第３ 対策の実施等

１ 対策の実施方針

本対策は、農畜産物の輸出の取組に当たって、地域が抱える問題の明確化を

図り、その課題解決のために掲げる具体的な成果目標の達成に向け、地域の実

情に応じて２に定める取組を適切に実施するとともに、各種関連対策との連携

を図ることで、総合的に実施するものとする。

２ 対策の取組方向及び内容

本対策で実施する取組方向は、第２の目的に対応したものとし、その具体的

なメニュー、事業実施主体、採択要件及び交付率は、別表１に掲げるとおりと

する。

ただし、災害等緊急に対応する必要がある事案が生じ、かつ、農林水産省生

産局長（以下「生産局長」という。）が特に必要と認める場合にあっては、別

表１に定めるもののほか、緊急に事業を実施することができるものとする。

３ 対象地域

（１）事業の主たる受益地は、農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律

第58号)第８条第２項第１号に基づく農業振興地域の農用地区域（以下「農

用地区域」という。）及び生産緑地法(昭和49年法律第68号)第３条第１項に



基づく生産緑地地区(以下「生産緑地」という。)とする。

（２）野菜、果樹、茶、花き及び畜産物を対象とする施設整備事業については、

農用地区域及び生産緑地以外を主たる受益地とすることができる。

４ 成果目標の基準及び目標年度

（１）成果目標の基準

成果目標の内容及び基準は、生産局長が別に定めるとおりとする。

（２）目標年度

成果目標の目標年度は、原則として事業実施年度の５年後とする。

ただし、果樹について、別表１のメニューの１の（９）とあわせて改植等

を実施した場合は、事業実施年度の８年後とする。

５ 事業費の低減

本対策を実施する場合は、過剰とみられるような施設等の整備を排除する等、

徹底した事業費の低減が図られるよう努めるものとする。

６ 費用対効果分析

事業実施主体は、整備事業を実施する場合は、投資に対する効果が適正か否

かを判断し、投資が過剰とならないよう、整備する施設等の導入効果について、

「強い農業づくり交付金等における費用対効果分析の実施について」（平成17

年４月１日付け16生産第8452号農林水産省総合食料局長、農林水産省生産局長、

農林水産省経営局長通知。以下「費用対効果分析通知」という。）に準じて費

用対効果分析を実施し、投資効率等を十分検討するものとする。

７ 地域提案

都道府県知事は、地域の実情及び第２の目的を達成する観点から、別表１の

メニューの欄に示された事業の具体的な取組内容以外に、地域として独自の取

組（以下「地域提案」という。）を実施できるものとする。

ただし、地域提案を実施するに当たって要する経費に対する補助金の総額は、

各都道府県へ交付された整備事業の交付金総額の20％を上限とするものとす

る。

第４ 対策の実施等の手続

１ 事業実施主体は、別表２に掲げる事項を記載した事業実施計画を作成し、都

道府県知事に提出するものとする。

（１）事業実施計画の都道府県知事への提出は、事業実施主体のうち都道府県及

び市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条に定める一部事務組

合及び広域連合を含む。以下同じ。）以外の者が事業実施主体である場合に

あっては、市町村長（実施地区の範囲が複数の市町村の区域に及ぶ場合にあ

っては、原則として、主たる市町村長（一部事務組合にあっては管理者又は

理事、広域連合にあってはその長とする。以下同じ。）とする。以下同じ。）

を経由するものとする。

ただし、事業実施主体が、都道府県の区域を対象とする等、広域的な取組

を行う場合、当該事業実施主体は、事業実施計画について市町村長を経由せ



ずに都道府県知事に提出することができるものとする。

（２）（１）の場合にあって、実施地区の範囲が複数の市町村の区域に及ぶ場

合には、事業実施主体は、主たる市町村以外の関係する市町村長に当該事業

実施計画の写しを提出するものとする。

（３）市町村長は、（１）の本文に基づき本対策の事業実施計画の提出があっ

た場合は、事業実施主体が作成した事業実施計画について必要な指導及び調

整を行い都道府県知事に提出するものとする。

（４）市町村が事業実施主体となる場合にあっては、市町村長が事業実施計画

を作成し、都道府県知事に提出するものとする。

２ 都道府県知事は、１により提出された事業実施計画及び自らが事業実施主体

となる事業の内容を踏まえ、別紙様式１号及び３号により、都道府県事業実施

計画（以下「都道府県計画」という。）を作成し、地方農政局長等（北海道に

あっては生産局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長、その他の都府

県にあっては当該都府県の区域を管轄する地方農政局長をいう。以下同じ。）

に提出し、その成果目標の妥当性について、地方農政局長等と協議を行うもの

とする。

３ 都道府県知事は、２の提出を行う際に併せて、当該都道府県計画に地域提案

が含まれる場合又は別表１の事業実施主体の欄に定める特認団体（以下「特認

団体」という。）若しくは都道府県が事業実施主体である場合は、事業実施計

画の内容についても、別紙様式１号及び３号により、地方農政局長等と協議を

行うものとする。

４ 地方農政局長等は、２及び３の協議を受けた場合は、協議の内容を検討する

ため、必要に応じ関係部局で構成する検討会を開催し、公平性の確保に努める

ものとする。

５ 都道府県知事は、成果目標の達成に資する場合には、本対策の範囲内で、都

道府県計画の取組内容等を変更することができるものとする。

ただし、以下に掲げる変更を行う場合にあっては、２に準じた手続を行うも

のとする。

（１）成果目標の変更

（２）特認団体又は都道府県が実施する事業内容の変更

（３）地域提案の事業内容の変更

６ 事業の着工

事業の着工は、原則として、交付金交付決定に基づき行うものとする。

ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむ

を得ない事情による場合は、交付決定前に着工することができるものとする。

第５ 対策の実施期間

実施期間は、平成２５年３月３１日までとする。

第６ 国の助成措置



１ 国は、予算の範囲内において、成果目標の高さ等に応じ、本対策の実施、指

導等に必要な経費について、別に定めるところにより交付金を交付するものと

する。

２ 交付金の交付を受けた都道府県知事が市町村に対して交付を受けた交付金を

交付する場合には、本要綱に準じて、市町村の自主性を活かした国産農畜産物

の輸出のための生産・出荷体制の構築のための施策の展開を尊重した方法によ

り交付するよう努めるものとする。

３ 国は、都道府県に交付した交付金に不用額が生じることが明らかになった時

は、交付金の一部若しくは全部を減額し、又は都道府県知事等に対し、既に交

付された交付金の一部若しくは全部の返還を求めることができるものとする。

第７ 事業実施状況の報告等

１ 事業実施主体は、本対策の実施年度から目標年度までの間、別表３に規定す

る項目も含めて、毎年度、当該年度における事業実施状況を作成し、都道府県

知事に報告するものとする。

２ 都道府県知事は、１の事業実施主体からの事業実施状況の報告を受けた場合

には、その内容について点検し、事業実施計画に定められた成果目標の達成が

立ち遅れていると判断した場合等は、当該事業実施主体に対して適切な措置を

講ずるものとする。

３ 都道府県知事は、１の事業実施主体からの事業実施状況の報告について、目

標年度の翌年度の９月末までに別紙様式２号及び５号により地方農政局長等に

報告するものとする。

４ １及び３の作成に当たっての留意事項は、第11のほか、輸出対応型生産・出

荷施設緊急整備事業実施要領（平成24年11月30日付け24生産第2345号農林水産

省生産局長通知。以下「実施要領」という。）に定めるところによるものとす

る。

５ 国は、都道府県知事に対し、１に定める報告以外に、必要に応じ、事業実施

主体ごとの事業実施状況について、提出を求めることができるものとする。

第８ 対策の評価

事業実施計画に定められた成果目標の達成状況について、次に掲げる方法で

事業評価を行うものとする。

１ 事業実施主体は、事業実施年度の３年後（以下「中間年」という。）及び目

標年度においては、事業実施計画に定められた成果目標の達成状況について、

自己評価を行い、別表３に規定する項目を含めて評価報告を作成し、その結果

を評価を行った年度内に都道府県知事に報告するものとする。なお、事業実施

主体が中間年において、目標年度の成果目標の内容を達成している場合におい

ては、都道府県知事の了解を得て、中間年を目標年度とすることができる。

２ 都道府県知事は、１の事業実施主体からの報告を受けた場合には、その内容

を点検評価し、その結果の報告を受けた年度の翌年度の９月末までに別紙様式



２号及び５号により地方農政局長等に報告するとともに、必要に応じこの評価

結果を踏まえ、事業実施主体を指導するものとする。

３ 都道府県知事は、目標年度の点検評価を実施した結果、事業実施計画に掲げ

た成果目標の全部又は一部が達成されていない場合には、当該事業実施主体に

対し、必要な改善措置を指導し、当該成果目標が達成されるまでの間、改善状

況の報告をさせるものとする。

４ 地方農政局長等は、２の都道府県知事からの報告を受けた場合には、内容を

点検評価し、遅滞なく関係部局で構成する検討会を開催し、成果目標の達成度

等の評価を行うこととし、必要に応じこの評価結果を踏まえ、都道府県知事を

指導するものとする。

なお、当該評価結果を生産局長に報告するものとする。

５ 地方農政局長等は、４の点検評価の結果、事業実施計画に掲げた成果目標の

全部又は一部が達成されていない場合には、都道府県知事に対して改善措置を

提出させるものとする。

６ 事業評価を行った事業実施主体、都道府県知事及び地方農政局長等は、原則

として目標年度の事業評価を行った年度に、その結果を公表するものとする。

７ 国は、本対策の効果的な実施に資するため、対策の実施効果等必要な事項に

関する調査を行うものとする。

第９ 指導推進等

１ 都道府県知事は、本対策の効果的かつ適正な推進を図るため、市町村及び農

業団体等関係機関との密接な連携による推進体制の整備を図り、本対策の実施

についての推進指導に当たるものとする。

２ 対策の適正な執行の確保

（１）国は、本対策の適正な執行を確保するため、実施手続等について、別に定

めるところにより、本対策の関係部局以外の者の意見を聴取し、その意見を

本対策の運用に反映させるものとする。

（２）都道府県は、（１）に準じて第三者の意見を聴く体制を整えるものとする。

ただし、他の方法により本対策の適正な執行が確保される場合は、この限り

ではない。

第10 他の施策等との関連

本対策の実施に当たっては、次に掲げる施策等との関連及び活用に配慮する

ものとする。

１ 水田農業構造改革対策に基づく施策

２ 野菜の構造改革対策に基づく施策

３ 果樹産地構造改革の推進に関する施策

４ 農業技術の開発普及及び農業機械の効率的利用に関する施策

５ 農畜産物の需給の調整のための施策

６ 環境保全型農業の推進に関する施策



７ 株式会社日本政策金融公庫資金（沖縄県にあっては沖縄振興開発金融公庫資

金）、農業改良資金等農業金融に関する施策

第11 各取組ごとの実施方針及び留意事項

各取組ごとの実施方針及び実施に当たっての留意事項については以下に定め

るもののほか、実施要領に定めるところとする。

１ 周辺環境への配慮

共同利用施設の整備に当たっては、環境汚染、騒音等の公害・衛生問題等に

留意するものとする。

特に、畜産施設の整備に当たっては、事業実施主体と、都道府県事業実施計

画を作成する都道府県知事及び市町村長など取組が実施される地域を管轄する

行政当局が、周辺住民との調整を必要とする範囲等を相談し調整するものとす

る。

２ 園芸用使用済みプラスチック等の適正処理

園芸用使用済みプラスチック等の適正かつ円滑な処理を推進するため、事業

実施主体は、事業実施地区等において、「産業廃棄物管理票制度の運用につい

て」（平成23年３月17日付け環廃産発第110317001号環境省大臣官房廃棄物・

リサイクル対策部産業廃棄物課長通知）、「園芸用使用済プラスチック適正処

理に関する指導について」（平成７年10月23日付け７食流第4208号農林水産省

食品流通局長通知）等に基づき、組織的な回収・処理体制の整備がなされるよ

う努めるものとする。

３ 周辺景観との調和

共同利用施設を整備する場合は、事業費の低減を図ることを基本としつつ、

立地場所の選定や当該施設のデザイン、塗装、事業名の表示等について、周辺

景観との調和に十分配慮するものとする。

４ 農業共済等の積極的活用

継続的な効果の発現及び経営の安定を図る観点から、事業実施主体及び事業

の受益者は、農業災害補償法（昭和22年法律第185号）に基づく農業共済（以

下「農業共済」という。）への積極的な加入に努めるものとする。

５ 環境と調和のとれた農業生産活動

整備事業を実施した事業実施主体は、「環境と調和のとれた農業生産活動規

範について」（平成17年３月31日付け16生産第8377号農林水産省生産局長通知）

に基づき、原則として、事業実施状況報告の報告期間中に１回以上、整備した

施設等を利用する生産者から、点検シートの提出を受けることなどにより、環

境と調和のとれた農業生産活動が行われるよう努めるものとする。

ただし、施設等を利用する生産者が不特定多数である等、点検シートの提出

を受ける農業者の特定が困難な場合は、この限りではない。

６ 交付対象事業の公表

本事業の適正実施と透明性の確保を図るため、都道府県知事は、交付対象事

業が完了した場合、実施した事業の概要について、都道府県のホームページへ



の掲載等により、公表を行うものとする。

７ ＰＦＩ法の活用

本事業により、地方公共団体が公益的施設を整備する場合は、民間資金等の

活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号）

の活用に努めるものとする。

８ 推進指導等

（１）都道府県知事は、事業実施主体の代表者、役員又は職員等が、本対策の実

施に関連して不正な行為をし、又はその疑いがある場合においては、事業実

施主体に対して当該不正な行為等に関する真相及び発生原因の解明並びに再

発防止のための是正措置等、適切な措置を講ずるよう求めるものとする。

（２）都道府県知事は、（１）に該当する事業実施主体が新たに本事業の実施を

要望する場合、事業実施主体から報告を受けた当該不正行為等の真相及び発

生原因並びに事業実施主体において講じられた再発防止のための是正措置等

の報告内容が、本事業の適正な執行を確保する上で不十分であると認められ

るときは、当該事業を行わないものとする。

９ 管理運営

（１）管理運営

事業実施主体は、本事業により交付金を受けて整備した施設等を、常に良

好な状態で管理し、必要に応じて修繕等を行い、その設置目的に即して最も

効率的な運用を図ることで適正に管理運営するものとする。

（２）管理委託

施設等の管理は、原則として、事業実施主体が行うものとする。

ただし、事業実施主体が施設等の管理運営を直接行い難い場合には、原則

として、実施地域に係る団体であって、都道府県知事が適当と認める者に、

整備目的が確保される場合に限り、管理運営をさせることができるものとす

る。

（３）指導監督

都道府県知事及び市町村長は、本対策の適正な推進が図られるよう、事業

実施主体の長（管理を委託している場合は管理主体の長。）に対し、適正な

管理運営を指導するとともに、事業実施後の管理運営、利用状況及び事業効

果の把握に努めるものとする。

また、都道府県知事は、関係書類の整備、施設等の管理、処分等において

適切な措置を講じるよう、十分に指導監督するものとする。

（４）定額交付金事業の取扱い

定額交付金の事業については、特にその交付金の使途について厳正に管理

することとし、使途を証明する領収書等関係書類等を整備しておくものとす

る。

（５）交付金の経理の適正化

交付金に係る経理は、「都道府県の事務費に対する補助金の経理の適正化

について」（平成７年11月20日付け７経第1741号農林水産事務次官依命通知）



により厳正に行うものとする。

（６）対策名等の表示

本対策により整備した施設等には、本対策名等を表示するものとする。

第12 委任

本対策の実施につき必要な事項については、この要綱に定めるもののほか、

生産局長が別に定めるところによるものとする。

附 則

１ この要綱は、平成24年11月30日から施行する。



別表１（第３関係）

メニュー 事業実施主体 採択要件 交付率

整備事業 事業実施主体は、次に掲げる者とする。 次に掲げる全ての要件を満た 交付金の交付

１ 耕種作物共同利用施設整備 １ 都道府県 すこと。 率は定額（事業

（１）共同育苗施設 ２ 市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条に定める一部事務組合及 １ 受益農家及び事業参加者 費の１／２以

（２）乾燥調製施設 び広域連合を含む。） が、原則として５戸以上であ 内）とする。

（３）穀類乾燥調製貯蔵施設 ３ 農業協同組合連合会 ること。

（４）農産物処理加工施設 ４ 農業協同組合 ２ 要綱第３の４の（１）の成

（５）集出荷貯蔵施設 ５ 公社（地方公共団体が出資している法人をいう。以下同じ。） 果目標の基準を満たしている

（６）産地管理施設 ６ 土地改良区 こと。

（７）農作物被害防止施設 ７ 農事組合法人（農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第72条の８第１項に ３ 生産局長が別に定める面積

（８）農業廃棄物処理施設 規定する事業を行う法人をいう。以下同じ。） 要件等を満たしていること。

（９）生産技術高度化施設 ８ 農事組合法人以外の農業生産法人（農地法（昭和27年法律第229号）第２条第 ４ 整備事業を実施する場合に

（10）種子種苗生産関連施設 ３項に規定する法人をいう。以下同じ。） あっては、当該施設等の整備

（11) 有機物処理・利用施設 ９ 特定農業団体（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下「基盤強 による全ての効用によって全

化促進法」という。）第23条第４項に規定する団体をいう。以下同じ。） ての費用を償うことが見込ま

２ 畜産物共同利用施設整備 10 その他農業者の組織する団体（生産局長が別に定めるものをいう。） れること。

畜産物処理加工施設 11 消費者団体（生産局長が別に定めるものをいう。以下同じ。） ただし、総事業費が５千万

ただし、野菜の取組を対象とした、産地管理施設の整備に限るものとする。 円以上のものに限る。

12 事業協同組合連合会及び事業協同組合 ５ 共同利用施設を設置する場

ただし、畜産物処理加工施設のうち産地食肉センタ－及び食鳥処理施設の整備 合にあっては、原則として、

に限るものとする。 総事業費が５千万円以上であ

13 食品事業者 ること。

ただし、大豆製品又は茶製品の製造又は製造小売を行う事業者であり、製品加

工に必要な処理加工設備を整備する場合に限る。

14 都道府県知事が地方農政局長等と協議して認める団体（以下「特認団体」とい

う。）



別表２（整備事業の事業実施計画）

事業実施計画に記載すべき項目

１ 成果目標の妥当性に関する項目
別紙様式１号に規定されている項目を含み記載するものとする。

２ 成果目標の達成に向けた推進体制づくりに関する項目
輸出対応型生産・出荷施設緊急整備事業実施要領（平成24年11月30日付け24生産第2345号農林水産省生産局長通知）別

表に定める成果目標の達成のため、関係機関が一体となった推進体制が整備され、事業実施主体において推進活動が行わ
れている状況について記載するものとする。

３ 費用対効果に関する項目
費用対効果分析通知に準じて算出するものとし、その算出根拠も合わせて記載又は添付するものとする。

４ 施設等の規模決定根拠に関する項目
施設等の規模を決定する際は、整備する施設等の利用計画及び既存の施設の利用状況を明確化するとともに規模決定根

拠について具体的な数値を用いて記載するものとする。
５ 整備する施設等の貸付けに係る計画に関する項目

「貸付対象・受益農家戸数」、「貸付期間」、「管理の役割分担」等を記載するものとする。
６ 担い手目標に関する項目

「受益農家数」、「受益農家数のうち認定農業者数」について現状値と目標値を記載するものとする。
ただし、別表１のメニューの欄の２の畜産物共同利用施設整備の畜産物処理加工施設のうち産地食肉センター、食鳥処

理施設及び鶏卵処理施設については、必要としない。
７ その他都道府県知事が事業の審査等を行うに当たって必要とする項目



別表３（整備事業の実施状況報告及び評価報告）

事業実施状況報告及び評価報告に記載すべき項目

１ 事業実施状況に関する一般的な項目
別紙様式２号に規定されている項目を含み記載するものとする。

２ 事業実施後の地区における現状と事業の総合評価に関する項目
事業実施後の地区における現状と事業の総合評価を幅広く数値等も交えて、具体的に記載するものとする。

３ 事業の効果及び改善方策に関する項目
「事業の効果」、「事業実施後の課題」及び「改善方策（改善の必要がある場合）」について記載するものとする。

４ 事業実施状況に関する項目
共同利用施設整備にあっては、「利用料」、「利用率」、「収支差」、「収支率」及び「累積赤字」について、事業実施後の

状況を記載するものとする。
５ その他事業実施状況報告に必要な項目


